2008年度「労働法」（水町）

第15回　労働者の人権保障２－非正社員の処遇、人格権（text204-219）
１　非正社員の処遇
1.1　パートタイム労働者の雇用管理―パートタイム労働法による規制

　　○定義（2条）
　　○規制内容
　　　　・労働条件の明示（6条）
・差別的取扱いの禁止（8条）

　　　　・通常の労働者への転換措置（12条）など

　　○法的効果
1.2　正社員・非正社員間の処遇差別―判例による規制
1.2.1　賃金差別

　　○救済肯定説と救済否定説

　　○裁判例

　　　＃32など
1.2.2　解雇・雇止め差別

　　○優先整理の適法性
　　　＃85

探究　日本の非正社員問題（ひいては正社員問題）の解決に向けて、どのような法政策をとるべきか？
２　労働者の人格権・プライバシー
2.1　ハラスメントからの保護
　　○ハラスメントの概念
　　　　・対価型ハラスメントと環境型ハラスメント
　　　　・法的な意義？

　　○事業主のセクハラ防止措置義務（均等法11条）

　　○私法上の救済

　　　　・加害者自身の責任

　　　　　＊不法行為法上の被侵害利益は？

　　　　　　＃33など

・加害者の行為に対する使用者責任（民法715条1項）
　　　　・使用者自身の配慮義務違反に基づく責任

2.2　プライバシーの保護

　　○法的枠組み

　　　　・不法行為、権利濫用・控除違反

　　　　・社会的相当性による免責

　　○具体的類型と判断

　　　　・プライバシーへの干渉

　　　　　＃21、＃22、＃77

　　　　・プライバシーに関する情報の取得・開示

　　　　・いじめ・みせしめ的な措置

３　内部告発の保護

　　○公益通報者保護法による保護
　　　　・保護対象となる「公益通報」行為

　　　　・不利益取扱いの禁止

　　○裁判例による保護
　　　　・正当な告発行為（事実の真実性、目的の公益性、手段・態様の相当性）の保護
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